
独立行政法人航海訓練所第３期中期目標

独立行政法人航海訓練所（以下「航海訓練所」という。）は、商船に関する学部を置く

国立大学、商船に関する学科を置く国立高等専門学校、独立行政法人海技教育機構の学生

及び生徒等に対し、航海訓練を行うことにより、船舶の運航に関する知識及び技能を修得

させることを目的とする。

その運営に当たっては、自律性、自発性及び透明性を備え、業務をより効率的かつ効果

的に行うという独立行政法人の趣旨を十分に踏まえつつ、本中期目標に従って、安全で質

の高い航海訓練を効率的かつ効果的に行うことにより、国土交通省成長戦略に掲げた「海

運力の発揮」をはじめとする国土交通政策に係るその任務を的確に遂行するものとする。

事務・事業の実施に当たっては、わが国の海上輸送の安全・安定に貢献できるよう、海

運業界、船員教育機関及び関係者との連携をさらに強化し、航海訓練の不断の見直しによ

り、その質の向上に努めるとともに、海運業界等との役割分担のあり方を検討し、独立行

政法人として求められている事務・事業の効率性を追求するものとする。

１．中期目標の期間

平成 23 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日までの５年間

２．業務運営の効率化に関する事項

(1) 組織運営の効率化の推進

組織運営の効率化を推進するに当たっては、内航用練習船を導入することにより、

航海訓練のあり方を全般的に見直すとともに、適切な航海訓練体制の整備及び要員の

縮減等を進め、より効率的な組織運営体制を確立する。

(2) 人材の活用の推進

船員教育の質の向上や効率的な教育の実施を図るために、座学を行う船員教育機関

１５校（商船系大学２校、商船系高等専門学校５校並びに独立行政法人海技教育機構

の海上技術学校等８校）及び海運会社との人事交流を積極的に推進する。

また、組織の一層の活性化を図るために、海事関連行政機関等とも人事交流を推進

するとともに、必要な要員を安定的に確保できるよう、採用ルートの拡大を検討する。

(3) 業務運営の効率化の推進

内航用練習船の導入等による管理部門の簡素化、アウトソーシングの活用、及び「独

立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）

に基づき設置した契約監視委員会による契約の適正化などにより、一般管理費及び業

務経費を節減し、業務運営の効率化を図る。

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）については、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行



った上で、適切な見直しを行い、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額（初年度

の当該経費相当分に５を乗じた額。）を６％程度抑制する。

また、業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因

により増減する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込まれる当該経費総額

（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を２％程度抑制することとする。

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

(1) 航海訓練の実施

「独立行政法人航海訓練所法」（平成１１年法律第２１３号）第１１条第１号に基

づき、対象となる学生、生徒等（以下「実習生」という。）に対する航海訓練を実施

する。

航海訓練の実施に際しては、国際条約の改正等に的確に対応し、船員教育機関及び

海運業界と連携して、海運業界に必要な船員像を明確にした上で、国の政策に沿って、

それらに必要とされる訓練を安全かつ効果的・効率的に行うとともに、職員研修及び

自己評価体制を充実させること等により、訓練全般の質的向上を図る。

(a) 三級海技士養成にあっては、日本人海技者に求められる外国人船員指揮監督能力

の強化及び安全・環境に係る管理能力の強化を図るとともに、今後、新たに海技者

に必要とされる能力を習得させるための訓練の実施を検討する。

また、これらについては、民間船社が実施する航海訓練との連携も踏まえて実施

する。

(b) 四級海技士養成にあっては、内航用練習船を活用して、若年船員の即戦力化､安

全運航及び環境保護に係る能力を強化できるよう、訓練を抜本的に見直し、実施す

る。

(c) その他の航海訓練の実施にあっては、海運業界をはじめとする関係団体等の要望

に柔軟に対応して訓練を実施し、それぞれに設定した訓練の目的を達成できるよう

訓練内容の充実を図る。

(d) 内航用練習船に係る訓練をはじめとする今後の航海訓練のあり方全般の見直しに

対応して、実習生が効果的・効率的に訓練できるよう配乗する。

(e) 船員教育機関及び海運業界との連携により、知識・技能の習得のみならず、海運

業界が求める船員像に不可欠な資質の涵養を図るとともに、再指導等の徹底により、

実習生全員の訓練課程の修了を目指す。

(f) 社会環境の変化、運航技術の革新に合わせた航海訓練が実施可能となるよう、運

航設備・訓練設備等の整備を実施する。



(g) 海運業界や船員教育機関等との意見交換会等を通じて、海運業界のニーズを的確

に把握するとともに、相互の連携を強化することにより、航海訓練の質を向上させ

る。

(h) 訓練期間に行う実習生による訓練評価及び乗船訓練を経て海運業界に就職した海

技者による評価により、訓練に係る問題点を把握し、速やかに改善する。

(i) 職員の資質・能力の向上を図り、人材の適切な配置に資するため、職員の階層に

応じた研修計画を策定し、実施する。

(j) 安全管理及び船舶保安のシステムを定期的に見直し、リスク管理の適切な実施な

どにより、安全管理体制のより一層の充実・強化を図る。

(2) 研究の実施

「独立行政法人航海訓練所法」第１１条第２号に基づき、航海訓練に関する研究を

実施する。

研究の実施に際しては、船員教育訓練及び船舶運航技術に関して提言となる研究を

重点的に行い、その成果が海上輸送の安全、環境保護等に資するよう努める。

(3) 成果の普及・活用促進

「独立行政法人航海訓練所法」第１１条第３号に基づき、船員教育の知見及び航海

訓練に関する研究成果の普及・活用を図るとともに、海事思想を広く普及するための

活動を行う。

船員教育及び船舶運航関係の知識・技術、航海訓練に関する研究成果及び情報等を

外部へ積極的に公表して教育・研究成果の普及を目指すとともに、職員の専門知識の

活用を図るために、国内外を問わず、研修員の受入れ及び各種機関・委員会へ専門家

としての職員派遣等を推進する。

海事思想の普及については、日本人海技者を確保・育成するために、外部機関とも

連携して、練習船の活用を中心としたさらなる普及活動を推進する。

(4) 内部統制の充実・強化

航海訓練所の目的を有効かつ効率的に果たすために、自己点検・評価体制の定期的

な見直し、内部評価委員会の強化などによりモニタリング機能を強化するとともに、

全職員が内部統制活動に参加できる仕組みを構築し、内部統制の充実・強化を図る。

(5) 業務運営の情報化・電子化の取組

情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化・電子化に取り組み、業務運営の効

率化と情報セキュリティ対策の向上を図る。



４．財務内容の改善に関する事項

運営費交付金を充当して行う事業については、「２．業務運営の効率化に関する事項」

で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。

自己収入については、訓練受託費等の引き上げ等により、確実に拡大するものとし、

併せて、海運会社をはじめとする受益者の負担のあり方について検討する。

５．その他業務運営に関する重要事項

(1) 施設・設備の整備

航海訓練所の目的の確実な達成のために、必要となる施設に関する整備計画を策定

し、効果的な業務運営を図る。

特に、内航用練習船の導入に当たっては、建造費の抑制とともに、建造にかかる業

務運営の効率化に努める。

(2) 保有資産の検証・見直し

保有資産については、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利

用の可能性、経済合理性などの観点に沿って、保有の必要性について検証する。

(3) 人事に関する計画

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。

また、総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から５年間で５％

以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を 23 年度も引き続き着実に実施すると

ともに、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すものとする。

(4) その他

中期目標の期間中に実施される船員養成の規模、体制についての更なる検討等、船

員教育の見直しに関する検討の結果を踏まえ、必要に応じ、所要の措置を講じること

とする。


